
 第３号様式（第６条第１項関係） 
市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

令和４年３月２２日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 
１ 日時及び場所 
令和4年3月22日（火）午前9時30分～ 本庁舎4階大委員会室 
２ 出席者 
企画政策課 池内課長、武藤主査、高橋主事 
３ 件名 
事務事業見直しプロジェクトチーム（PJT）の設置について 
４ 会議結果 
■ 案のとおり決定する。 
□ 一部修正の上、決定する。 
□ 継続して検討する。 
□ 案を否決する。 
□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 
・二次評価・三次評価においてプロジェクトチームはどう関わるのか。 
→二次評価（行政評価委員会）・三次評価（外部評価）においてプロジェクトチームは出席す
る。ただし、プロジェクトチームに発言を求める場ではなく、プロジェクトチームが各事務
事業の見直しを行う上で、審議会での各施策の評価等を参考にすることを目的に同席する。 
・基本計画を策定する上で市民等の意見も取り入れる仕組みを用いたが、事務事業見直しプロ
ジェクトチームでの事業見直しを行う際は、別の形で市民が参加する仕組みを取り入れるの
か。 
→市民等の意見を取り入れる仕組みを用いたのは、事務事業ベースではなく、市の向かう方向
性などを定めた基本計画ベースの決定の際である。今回の事務事業見直しは、基本計画を達
成するための事業整理でしかないため行わない。 
・プロジェクトチームのメンバーは各部の主管課長を想定しているのか。 
→各部長がプロジェクトの趣旨に沿った課長を選出するため、主管課長とは限らない。 
・プロジェクトチームは事業の廃止を行うだけか。 
→プロジェクトチームは事業のスクラップ・リセットを通して、新たな課題等に対応するため
の財源確保等も目的としている。 
 
（指示） 
・プロジェクトチーム設置の際は、選択と集中によるスクラップ・リセットを実行するととも
に、新たな課題に対応し、真に必要な事業を着実に実行することを明記すること。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や関
係課等との調整
結果（主な意見・

懸案事項）

■ □ □ □ （

年代 場所 目的 手段全ての年代 行政経営改革 その他

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 企画財政部　企画政策課

付議事案

事務事業見直しプロジェクトチーム（ＰＪＴ）の設置について

　第５次総合計画前期基本計画では「白井市行政評価実施要綱」及び「白井市事務事
業評価及び事務事業の見直し基準」に基づき、休廃止も含めた事業の見直しを進めて
きた。
　後期基本計画においても、令和７年度（２０２５年度）末の計画期間終了時点における
市の将来像の実現に向けて、引き続き事業の見直しを行うこととするが、今後は人口や
税収の減少により行政資源が不足する中、社会情勢の変化への対応などにより職員の
負担が増大するといった問題に直面することが見込まれる。
　このことから、これまで以上に事業のスクラップやリセット、実施主体の見直しなどを推
進する必要がある。

　内部評価においても、立場を超えて全庁的に問題や課題を共有し、より多角
的に評価できる仕組みを作る。
　加えて、真に必要な事業を実施できるよう、選択と集中によるさらなるスクラッ
プ・リセットが実行できる仕組みを作る。

　各部から課長級の職員を１名ずつ選出してＰＪＴを編成し、令和４年度から５年
度の２年間において、事務事業評価、行政評価委員会、外部評価までの行政
評価に参画し、市の将来像の実現に向けて、主にコストの点からスクラップやリ
セット、改善すべき事業を選定する。
　なお、重点戦略事業と重点戦略外事業のいずれも対象とする。重点戦略事業
の対象事業の選定は、中期成果や施策評価の結果を踏まえ、原則として令和５
年度中に行うこととするが、早期に対応が必要なものについては令和４年度に
行うことも可能とする。重点戦略外事業の対象事業の選定は、令和４年度及び
令和５年度にそれぞれ対象分野を設定して行う。

まで）

無

無

令和 4 3 22

付議書（行政経営戦略会議）

広報・ＨＰ等 無

無 報道発表

スケジュール

庁内各課

千円 （うち特定財源 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明

・事務事業見直しＰＪＴを設置することについて
・行政評価への事務事業見直しＰＪＴの関与の仕方について

行政経営改革担当課（財政課）と協議結果
・今回のＰＪＴの効果検証を行う必要がある。
・今回のＰＪＴの結果を踏まえて、予算事業（要する経費）についても見直しの方法を検
討する必要がある。
・市人材育成基本方針の観点からも担当課長の能力の向上につながるのではないか。

令和４年
４月１日　　 ＰＪＴ任命発令（期間：令和5年度末まで）
４月～７月  ＰＪＴが事務事業評価、施策評価（２次評価、外部評価）に参画
７月　　　　　ＰＪＴが事務局（企画政策課）とともに要改善候補事業リストを作成
８月～９月　リストに対して担当課が対応策を検討
１０月　　　　行政経営戦略会議で当該事業の方向性を決定
令和５年度も同様のスケジュールとする

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課



白井市行政評価システムについて（抜粋）
１ 行政評価の種類と流れ

【事務事業評価の流れ】

各課で事務事
業評価を実施

(重点戦略事業)

施策担当者間
で評価の共有

事務局が要改
善候補事業リ
ストを作成

各課で改善策
を検討

行政経営戦略
会議で改善策

を決定

ＰＪＴ（プロジェクトチーム）が一連の流れを通して関与（令和４年度・５年度）

【施策評価の流れ】

１次評価：主担当部長による評価
２次評価：行政評価委員会（部等長・財政課長・

企画政策課長）による評価
３次評価：総合計画審議会による外部評価

※ＰＪＴが２次評価・３次評価に出席する

重点戦略事業：51（再掲2事業含む）
重点戦略外事業(カッコ内は重点戦略事業の内数)
健康・福祉：46(10)、学習・教育：33(5)、産業・雇用：21(15)
環境・自然： 9(  4)、地域・安心：18(8)、都市・交通：19(  7)



２ 行政評価のスケジュール

Ｐ
Ｊ
Ｔ
が
一
連
の
流
れ
に
参
画



令和４年４月 日制定 
 
 

事務事業見直しプロジェクトチーム設置要綱 

１ 設置の目的 白井市第５次総合計画に掲げる市の将来像の実現に向けて

後期基本計画を着実に推進するため、後期基本計画期間の前

半において、立場を超えて全庁的に問題や課題を共有し、よ

り多角的に評価し、真に必要な事業を実施できるよう、選択

と集中によるさらなるスクラップ・リセットを実行する。 
２ 名称 事務事業見直しプロジェクトチーム 
３ 所掌事務 ①事務事業の見直しに関すること。 

②そのほか行政評価に関すること。 
４ 構成員 ①企画財政部  企画政策課長（チームリーダー） 

②総務部      ○○課長 
③市民環境経済部  ○○課長 
④福祉部      ○○課長 
⑤健康子ども部   ○○課長 
⑥都市建設部    ○○課長 
⑦教育部      ○○課長 
⑧企画財政部    財政課長 

５ 設置期間 令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで 
６ 庶務を担当する課 企画財政部 企画政策課 
７ その他必要な事項  

 



 



 



 



 



 



 



 

 



 



 



 



 



 











 
 



 
 



 
 



 
 



 
 



 
 



 
 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


